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○富士吉田市子どものための教育・保育給付に係る保育料減免規則 

平成28年３月29日 

規則第17号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、富士吉田市子どものための教育・保育給付に係る保育料に関す

る条例（平成27年条例第10号。以下「条例」という。）第４条の規定に基づき、保

育料を減免することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65

号）及び条例において使用する用語の例による。 

（資格） 

第３条 減免の対象となる支給認定保護者（以下「減免対象保護者」という。）は、

次に掲げる要件を満たす者とする。 

(１) 生計を一にしている世帯に関する保育料を滞納していないこと。 

(２) 市町村民税の所得割課税額が169,000円未満の世帯に属する富士吉田市に住

所を有する者であること。 

(３) 第２子以降の３歳未満児が条例第２条第２号に規定する小学校就学前子ども

であって、当該児童を扶養する者であること。 

（申請） 

第４条 減免対象保護者は、保育料減免申請書（様式第１号。以下「申請書」とい

う。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 生計を一にしている世帯の状況が確認できる書類 

(２) その他市長が必要と認める書類 

（決定） 

第５条 市長は、前条の申請書が提出されたときは、必要な審査を行い、減免すると

決定したときは、保育料決定通知書（様式第２号）により減免対象保護者に通知す

るものとする。 

（減免） 

第６条 市長は、前条の規定により保育料を減免すると決定したときは、減免対象保
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護者から徴収する条例別表第２における３歳未満児に対する第２子以降に係る保育

料（第２階層から第５階層までに限る。）について、その全額を免除する。 

（変更） 

第７条 減免対象保護者は、第４条の規定により提出した申請書の内容に変更（ただ

し、軽微な変更は除く。）があったときは、保育料減免変更申請書（様式第３号。

以下「変更届」という。）を市長に提出しなければならない。 

（廃止） 

第８条 前条の規定により変更届が提出され、減免対象保護者でなくなったと認めら

れるときは、保育料減免廃止通知書（様式第４号）により、減免対象保護者に対し

て通知するものとする。 

（取消及び返還請求） 

第９条 市長は、虚偽その他不正な手段により、第５条の減免決定を受けた者がある

と認めるときは、当該対象者に対して、第５条の決定を取消し、第６条の規定によ

り減免した額の全部又は一部について請求を行うものとする。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

 


